
５ エチレンジアミン 

  

１．物質に関する基本的事項 

（1）分子式・分子量・構造式 

物質名：エチレンジアミン 
（別の呼称：1,2-ジアミノエタン、1,2-エタンジアミン） 
CAS 番号：107-15-3 
化審法官報告示整理番号：2-150 
化管法政令番号：1-46 
RTECS 番号：KH8575000 
分子式：C2H8N2 
分子量：60.10 
換算係数：1ppm=2.46mg/m3(気体、25℃) 
構造式：   

（2）物理化学的性状 

本物質はアンモニア様臭気をもつ無色の粘性液体である 1)。 
融点 11.1℃2)、8.5℃1) 

沸点 117℃2)、116-117℃1)、118℃3) 

密度 0.8979g/cm3 2) 

蒸気圧 12.0mmHg(=1.60×103Pa) (25℃)3) 

分配係数（ 1- ｵ ｸ ﾀ ﾉ ｰ ﾙ / 水）
(logKow) -2.044) 

解離定数（pKa） 9.92 3)、10.712(0℃、Step1)5)、7.564(0℃、Step2)5) 

水溶性（水溶解度） 水と混和する 1) 

（3）環境運命に関する基礎的事項 

エチレンジアミンの分解性及び濃縮性は次のとおりである。 

生物分解性 
好気的分解（分解性が良好と判断される化学物質 6）） 

分解率：BOD 39% (NO2), 94% (NH3)、TOC 96%、HPLC 100% (試験期間：4 週間、被

験物質濃度：100mg/L、活性汚泥濃度：30mg/L)7) 
化学分解性 

OH ラジカルとの反応性（大気中） 
反応速度定数：6.16×10-11cm3/(分子･sec)（25℃、測定値）3) 
半減期：1.0～10 時間（OH ラジカル濃度を 3×106～3×105 分子/cm3 8）と仮定して

計算） 
生物濃縮性 

生物濃縮係数 (BCF)：3.2（BCFWIN9）により計算） 
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（4）製造輸入量及び用途 

① 生産量・輸入量等 

「化学物質の製造・輸入量に関する実態調査」によると平成１３年度実績はエチレンジア

ミンとして 10,000～100,000ｔ未満である 10）。本物質の平成 8 年度における製造量等は 6,494t
であり、その内訳は製造量が 4,874t、輸入量が 1,620t である 11)。また、OECD に報告してい

る生産量は 1,000～10,000t である。 

② 用 途 

本物質の主な用途は、有機化学製品用（洗剤等、殺虫剤殺菌剤等、その他）、添加剤（樹脂

用）、その他製品用（凝集剤）、その他製品用（その他）とされている 10）ほか、繊維関係(防
しわ剤、界面活性剤、染料固着剤)、紙加工剤(湿潤強化剤)、殺菌剤・殺虫剤原料とされてい

る 12)。 

 

（5）環境施策上の位置付け 

化学物質排出把握管理促進法第一種指定化学物質（政令番号：46）として指定されている。 
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２．暴露評価 

環境リスクの初期評価のため、わが国の一般的な国民の健康や水生生物の生存・生育を確

保する観点から、実測データをもとに基本的には一般環境等からの暴露を評価することとし、

データの信頼性を確認した上で安全側に立った評価の観点から原則として最大濃度により評

価を行っている。 

 

（1）環境中への排出量 

エチレンジアミンは化学物質排出把握管理促進法（化管法）の第一種指定化学物質である。

同法に基づき集計された平成 13 年度の届出排出量・移動量及び届出外排出量を表 2.1 に示す。 

 
表 2.1 平成 13 年度 PRTR データによる排出量及び移動量 

 

大気
公共用水

域
土壌. 埋立 下水道

事業所
外

対象業
種

非対象業
種

家庭 移動体

全排出・移動量 11870 160524 0 0 1413 434181 143898 172394 143898 316292

化学工業
8306
(70%)

160214
(99.8%)

0 0
1233

(87.3%)
367353
(84.6%)

電気機械器具製造業
2980

(25.1%)
0 0 0

180
(12.7%)

4229
(1%)

届出 届出外

倉庫業
568

(4.8%)
0 0 0 0 0 55 45

プラスチック製品製造業
16

(0.1%)
0 0 0 0

5800
(1.3%)

医薬品製造業 0
310

(0.2%)
0 0 0

43240
(10%)

届出 届出外　（国による推計）

排出量　（kg/年） 移動量　(kg/年) 排出量　（kg/年）

業種別届出量（割合）

届出
排出量

届出外
排出量

総排出量　（kg/年）

合計

総排出量の構成比
（％）

 
 
本物質の平成 13 年度における環境中への総排出量は、316ｔと報告されており、そのうち

届出排出量は 172ｔで全体の 55%であった。届出排出量のうち 12ｔが大気、161ｔが公共用水

域へ排出されるとしており、公共用水域への排出量が多い。その他に下水道への移動量が 1
ｔ届け出られている。届出排出量の主な排出源は、大気への排出が多い業種は化学工業（70%）

及び電気機械器具製造業（25.1%）であり、公共用水域への排出が多い業種は化学工業（99.8%）

であった。 
届出外排出量（対象業種）の媒体別の排出割合は届出データと同様であるとして計算した

媒体別の推定排出量を表 2.2 に示す。 
 

表 2.2 環境中への推定排出量 

 

 推定排出量(kg) 
 大   気 

 水   域 

 土   壌 

16,204
300,062

    0
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（2）媒体別分配割合の予測 

本物質の環境中の媒体別分配割合を PRTR データ活用環境リスク評価支援システム（改良

版）を用いて予測した 1）。予測の対象地域は、平成 13 年度環境中への推定排出量が最大であ

った山口県（大気への排出量 7ｔ、水域への排出量 161ｔ）とした。予測結果を表 2.3 に示す。 

 
表 2.3 媒体別分配割合の予測結果 

 

 分配割合 (％) 

 大   気 

 水   域 

 土   壌 

 底   質 

0.2 

99.0 

0.1 

0.7 

（注）環境中で各媒体別に最終的に分配される 
割合を質量比として示したもの。 

 

（3）各媒体中の存在量の概要 

本物質の環境中等の濃度について情報の整理を行った。各媒体ごとにデータの信頼性が確

認された調査例のうち、より広範囲の地域で調査が実施されたものを抽出した結果を表 2.4
に示す。 

 

表 2.4 各媒体中の存在状況 

 

                    

媒体 幾何 算術 最小値 最大値 検出 検出率 調査 測定年 文献

    平均値 平均値     下限値   地域     

                    

一般環境大気  µg/m3                 

                    

室内空気 µg/m3                 

                    

食物 µg/g <0.005  <0.005 <0.005 <0.005 0.005 0/50 全国 2003 2 

                    

飲料水 µg/L                 

                    

地下水 µg/L                 

                    

土壌 µg/g                 

                    

公共用水域・淡水   µg/L <0.4 <0.4 <0.4 <0.4 0.4 0/11 全国 1987 3

                    

公共用水域・海水   µg/L <0.4 <0.4 <0.4 <0.4 0.4 0/18 全国 1987 3

                    

底質(公共用水域・淡水) µg/g <0.078 <0.078 <0.078 <0.078 0.078 0/11 全国 1987 3

                             

底質(公共用水域・海水) µg/g <0.078 <0.078 <0.078 <0.078 0.078 0/18 全国 1987 3
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（4）人に対する暴露量の推定（一日暴露量の予測最大量） 

公共用水域淡水及び食物の実測値を用いて、人に対する暴露の推定を行った（表 2.5）。こ

こで、公共用水域のデータを用いたのは、飲料水等の分析値が得られなかったためである。

化学物質の人による一日暴露量の算出に際しては、人の一日の呼吸量、飲水量及び食事量を

それぞれ 15m3、2L 及び 2,000g と仮定し、体重を 50kg と仮定している。 

 
表 2.5 各媒体中の濃度と一日暴露量 

 
 媒  体 濃  度 一 日 暴 露 量 

        
  大気     
  一般環境大気 データは得られなかった データは得られなかった 
  室内空気 データは得られなかった データは得られなかった 

平       
  水質     
  飲料水 データは得られなかった データは得られなかった 
  地下水 データは得られなかった データは得られなかった 

均 公共用水域・淡水 0.4µg/L 未満(1987) 0.016µg/kg/day 未満 
        
  食 物 0.005µg/g 未満(2003) 0.2µg/kg/day 未満 
  土 壌 データは得られなかった データは得られなかった 
        
  大気     
  一般環境大気 データは得られなかった データは得られなかった 
  室内空気 データは得られなかった データは得られなかった 

最       
大 水質     
値 飲料水 データは得られなかった データは得られなかった 

  地下水 データは得られなかった データは得られなかった 
等 公共用水域・淡水 0.4µg/L 未満(1987) 0.016µg/kg/day 未満 

        
  食 物 0.005µg/g 未満(2003) 0.2µg/kg/day 未満 
  土 壌 データは得られなかった データは得られなかった 
        

 
人の一日暴露量の集計結果を表 2.6 に示す。吸入暴露量を算定できるデータはなかった。 

経口暴露による一日暴露量の予測最大量は、公共用水域淡水及び食物のデータから算定す

ると 0.2µg/kg/day 未満であった。 
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表 2.6 人の一日暴露量 

 

    平均暴露量（μg/kg/day） 予測最大暴露量（μg/kg/day） 
大気  一般環境大気   
   室内空気   
   飲料水   
水質  地下水   
   公共用水域・淡水 0.016 0.016 
 食物   0.2 0.2 
 土壌     

 経口暴露量合計 0.216 0.216 

 総暴露量   
注：1）アンダーラインを付した値は、暴露量が｢検出下限値未満｣とされたものであることを示す。 
 

（5）水生生物に対する暴露の推定（水質に係る予測環境中濃度：PEC） 

本物質の水生生物に対する暴露の推定の観点から、水質中濃度を表 2.7 のように整理した。

水質について安全側の評価値として予測環境中濃度（PEC）を設定すると、公共用水域の淡

水域では 0.4µg/L 未満、同海水域では 0.4µg/L 未満となった。 

 

表 2.7 公共用水域濃度 

 

媒 体 平    均 最 大 値 
水 質     
 公共用水域・淡水 0.4µg/L 未満(1987) 0.4µg/L 未満(1987) 
      
 公共用水域・海水 0.4µg/L 未満(1987) 0.4µg/L 未満(1987) 

   注)：公共用水域･淡水は､河川河口域を含む｡ 
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３．健康リスクの初期評価 

健康リスクの初期評価として、ヒトに対する化学物質の影響についてのリスク評価を行っ

た。 

（1）体内動態、代謝 

本物質は強アルカリ溶液のため、高濃度では皮膚や粘膜に対する刺激性や腐食性を持つが、

胃内部では、胃液に含まれる塩酸によって中和され、二塩酸塩になる。このため、経口投与

の場合には、本物質及びその二塩酸塩で体内動態や毒性作用にほとんど質的な差はなく、他

の暴露経路でも刺激性などによる局所的な影響を除けば、概ね同様に差はない 1,2) 。 
本物質は経口、吸入によって容易に吸収され、皮膚からも吸収される。 
14C でラベルした本物質の二塩酸塩 5、50、500 mg/kg をラットに経口、吸入、静脈注射の

各経路によって投与した結果、血漿中濃度の半減期はそれぞれ経口投与 7.5～4.1 時間、吸入

7.5～5.1 時間、静脈内投与 8～6.9 時間で、24 時間以内に投与量の約 70～80％が排泄され、48
時間後の体内残存は 11～21％で、甲状腺、骨髄、肝臓、腎臓に比較的高い濃度で残存してい

た。尿中への排泄は投与量の 42～65％で最も多く、糞中へは投与経路及び用量によって異な

るが 5～32％、呼気中には CO2として 6～9％が排泄された。主な尿中代謝物は N-アセチルエ

チレンジアミンと未変化の本物質であり、その比率は N-アセチルエチレンジアミンが 68～
40％、未変化体が 2～49％で、用量の増加に伴って未変化体が増加したが、投与経路の違い

による代謝の変化はなかった 3) 。 
14C でラベルした本物質の 10、25、50％水溶液をラットに 24 時間塗布（7×7cm）した場合、

吸収率はそれぞれ 12、55、61％であり、経口の場合と同様に、尿中への排出が主要な経路で

あった。25％濃度以上ではラットの表皮に壊死が認められており、このため浸透性が高まっ

て比較的高い吸収率になったものと考えられている 4) 。 
また、14C でラベルした本物質の二塩酸塩をラットに経口投与した試験で、加齢に伴う血漿

中濃度の増加（組織中濃度の低下）が認められており、これは加齢に伴う体脂肪の増加によ

って、非脂溶性の本物質は組織中で低濃度になったものと考えられている 5) 。 

 

（2）一般毒性及び生殖・発生毒性 

① 急性毒性 6)  

表 3.1 急性毒性 
 

動物種 経路 致死量、中毒量等 
ラット 経口 LD50  1,200 mg/kg 
マウス 経口 LD50  1,000 mg/kg 

モルモット 経口 LD50   470 mg/kg 
ラット 吸入 LCLo  4,000 ppm [9,840 mg/m3] (8hr) 
マウス 吸入 LC50    300 mg/m3 
ウサギ 経皮 LD50   730 µL/kg 

注：（ ）内の時間は暴露時間を示す。 

本物質は眼、皮膚、気道に対して腐食性を示し、蒸気あるいは煙霧を吸入すると肺水腫を

起こすことがある 7) 。ヒトでは 100 ppm（約 250 mg/m3）に数秒さらされても特に不快を感じ
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ないが、200 ppm（約 490 mg/m3）に 5～10 秒で顔のヒリヒリ感、眼、鼻粘膜に軽度の刺激が

生じ、400 ppm（約 980 mg/m3）では鼻に強い刺激があって耐え難く、眼に入ると激しい傷害

を起こす 8) 。 

② 中・長期毒性  

ア）Fischer 344 ラット雌雄各 10 匹を 1 群とし、本物質の二塩酸塩を雄に 0、50、260、1,040 
mg/kg/day、雌に 0、50、250、990 mg/kg/day を 90 日間混餌投与した結果、雄の 260 mg/kg/day
群で ALT の有意な増加、雌の 250 mg/kg/day 群で飲水量の有意な減少を認めた。また、1,040 
mg/kg/day 群の雄及び 990 mg/kg/day 群の雌で体重増加の抑制、肝臓、心臓の絶対重量減少、

ALP、GOP、GPT の上昇、平均赤血球ヘモグロビン量の増加、ヘマトクリット値、ヘモグ

ロビン濃度、赤血球数、血糖値、尿 pH の低下に有意差を認め、雄で腎臓、脾臓の重量減

少、気管炎の増加、雌で体重増加の抑制、飲水量の減少、副腎、脳の重量減少、肝細胞多

形化の発生率増加に有意差を認め、平均赤血球容の増加、睾丸重量の減少、肝細胞の変性

などもみられた。この結果から、NOAEL は 50 mg/kg/day（本物質換算：23 mg/kg/day）で

あった 9) 。 
イ）Fischer 344 ラット雌雄各 100 匹を 1 群とし、本物質の二塩酸塩 0、20、100、350 mg/kg/day

（雌は 360 mg/kg/day）を 2 年間混餌投与した結果、350 mg/kg/day 群の雄及び 360 mg/kg/day
群の雌で 22 ヶ月目以降、100 mg/kg/day 群の雌で 24 ヶ月目に死亡率の有意な増加、350 
mg/kg/day 群の雄で体重増加の有意な抑制、肝臓、腎臓、脾臓重量の有意な減少、100 
mg/kg/day 以上の群の雌で肝細胞多形化の発生率に有意な増加を認めた。また、350 
mg/kg/day 群の雄及び 360 mg/kg/day 群の雌では高い頻度で鼻炎、気管炎の発生がみられ、

雌では鼻炎発生率に有意な増加を認めた。この他にも、350 mg/kg/day 群の雄で赤血球数、

ヘマトクリット値の減少、ヘモグロビン濃度の低下、360 mg/kg/day 群の雌で血清アルブミ

ン濃度の低下がみられた。この結果から、NOAELは20mg/kg/day（本物質換算：9.0 mg/kg/day）
であった 10､11) 。 

ウ）Fischer 344 ラット雌雄各 10 匹を 1 群とし、本物質の二塩酸塩 0、100、200、400、600、
800 mg/kg/day（本物質換算）を 13 週間（5 日/週）強制経口投与した結果、800 mg/kg/day
で雄 6 匹、雌 1 匹が死亡し、200 mg/kg/day 以上の群の雄及び 400 mg/kg/day 以上の群の雌

で用量に依存した体重増加の抑制（雄：-20～-47％、雌：-10～-50％）を認めた。また、100 
mg/kg/day 以上の群で白内障、結膜炎、網膜萎縮などの眼の傷害がみられ、600 mg/kg/day
以上の群で尿細管上皮の変性、変性、壊死、石灰化を伴う腎臓の傷害がみられ、雌では子

宮筋層及び子宮内膜の萎縮がみられた。この結果から、LOAEL は 100 mg/kg/day（暴露状

況で補正：71 mg/kg/day）であった 12) 。 
エ）B6C3F1マウス雌雄各 10 匹を 1 群とし、本物質の二塩酸塩 0、25、50、100、200、400 mg/kg/day

（本物質換算）を 13 週間（5 日/週）強制経口投与した結果、400 mg/kg/day 群の雄で軽度

から中程度の尿細管上皮の変性、壊死を伴う腎臓の傷害を認め、死亡した 1 匹では重度で

あった。また、400 mg/kg/day 群の雄 1 匹の片目に白内障を認めたが、投与との関連は不明

であった。体重、主要器官の重量、その他の組織では影響を認めなかった 13) 。この結果か

ら、NOAEL は 200 mg/kg/day であった。 
オ）B6C3F1マウス雌雄各10匹を1群とし、本物質の二塩酸塩を雄に0、160、630、2,180 mg/kg/day、
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雌に 0、190、770、2,700 mg/kg/day を 7 日間混餌投与した結果、全群で死亡はなかったが、

2,180 mg/kg/day 群の雄及び 2,700 mg/kg/day 群の雌で体重増加の有意な抑制、肝臓、腎臓重

量の有意な減少を認め、肝臓、腎臓の相対重量もわずかに減少した 9) 。この結果から、

NOAEL は雄で 630 mg/kg/day（本物質換算：285 mg/kg/day）、雌で 770 mg/kg/day（348 
mg/kg/day）であった。 

カ）ラット（系統不明）雌雄各 15 匹を 1 群とし、0、150、330、560、1,210 mg/m3を 30 日間

（7 時間/日、5 日/週）吸入させた結果、1,210 mg/m3群では 20 日目までに全数が死亡した

が、6 日目から脱毛がみられるようになり、肝臓の混濁腫脹、曲尿細管の変性、肺及び副

腎髄質の鬱血を認めた。また、560 mg/m3群で死亡率の増加、脱毛、肝臓の混濁腫脹、体重

増加の有意な抑制、肝臓及び腎臓の相対重量の増加、曲尿細管の混濁腫脹を認め、330 mg/m3

群で脱毛を認めたが、150 mg/m3群では影響を認めなかった 14) 。この結果から、NOEL は
150 mg/m3（暴露状況で補正：31 mg/m3）であった。 

③ 生殖・発生毒性 

ア）Fischer 344 ラット雄 13 匹雌 26 匹を 1 群とし、本物質の二塩酸塩 0、50、150、500 mg/kg/day
を混餌投与した二世代試験の結果、受精率、妊娠率、胎仔の生存率、出生仔数、離乳率な

どに影響は認めなかったが、親世代では 150 mg/kg/day 以上の群で体重増加の抑制、500 
mg/kg/day 群で肝臓の重量減少、肝細胞多形化の発生率増加、尿細管の石灰化の発生率減少

に有意差を認めた 15) 。この結果から、仔で NOEL は 500 mg/kg/day（本物質換算：225 
mg/kg/day）、親で NOEL は 50 mg/kg/day（本物質換算：23 mg/kg/day）であった。 

イ）Fischer 344 ラット雌 20 匹を 1 群とし、本物質の二塩酸塩 0、50、250、1,000 mg/kg/day
を妊娠 6 日目から 15 日目まで混餌投与した結果、1,000 mg/kg/day 群の胎仔で低体重、頭殿

長の減少、短い下顎骨、水腫状に膨れた眼、無名動脈の形成不全、未骨化の胸骨分節の発

生率に有意な増加を認め、1,000 mg/kg/day 群の母ラットで吸収胚の有意な増加を認めた。

また、250 mg/kg/day 以上の群の母ラットで体重増加の抑制、摂餌量の減少に有意差を認め

た 16) 。この結果から、NOEL は 250 mg/kg/day（本物質換算：110 mg/kg/day）、母ラットで

NOEL は 50 mg/kg/day（本物質換算：23 mg/kg/day）であった。 
ウ）CD-1 マウス雌 50 匹を 1 群とし、0、400 mg/kg/day を妊娠 6 日目から 13 日目まで強制経

口投与した結果、400 mg/kg/day 群の出生仔で低体重、出生 1～3 日目の体重増加の抑制に

有意差を認めたが、奇形の出現はなかった 17,18) 。 
エ）ニュージーランド白ウサギ雌 26 匹を 1 群とし、本物質の二塩酸塩 0、10、40、80 mg/kg/day

を妊娠 6 日目から 19 日目まで強制経口投与した結果、胎仔の数、生存率、体重、形態に異

常はみられず、母ウサギの体重、摂餌量、肝臓、腎臓、子宮の重量にも影響を認めなかっ

た 19) 。この結果から、NOAEL は 80 mg/kg/day（本物質換算：36 mg/kg/day）であった。 

④ ヒトへの影響 

ア）ボランティア 1,158 人を対象としたパッチテストの結果、男性の 0.65％、女性の 0.29％
が陽性を示したが、暴露歴の有無で比較すると、暴露歴ありでは男性 5.9％、女性 0.83％(合
計 2％)が陽性を示し、暴露歴なしでは男性 0％、女性 0.17％が陽性であった。このことか

ら本物質に暴露された場合、暴露人口の 2％程度が感作されるものと考えられている 20) 。 
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イ）本物質を写真現像時に常時使用した 30 才の男性では、使用を始めて 2 年半後より仕事中

にくしゃみ、鼻汁、咳嗽が生じ、週末には増悪し、週始めには軽快するという症状がみら

れたが、これは本物質の気管過敏性による喘息と診断された 21) 。 
ウ）漏洩事故により本物質を浴びた 36 才の労働者では、体から洗い流すまでの数分間の暴露

であったが、4 時間後には頻脈（100 拍動/分）、無尿、赤～褐色の紅斑がみられ、その後

も頻脈（最高 140 拍動/分）、無尿症は続き、痰を伴った咳、腹筋の痙攣、下痢、嘔吐がみ

られ、赤血球は減少し、高カルシウム血症を呈し、55 時間後に心臓衰弱で死亡した 22) 。 
エ）気管支喘息をもつ 7 才の少年にアミノフィリン（本物質 14.3%、テオフィリン 85.7%）で

2 回治療したところ、2 回とも極端な拒否反応を示し、投薬を止めると拒否反応もなくなっ

た。純粋な、テオフィリンの投薬ではこの症状が現れなかったことから、本物質による副

作用と推測された 23) 。 
オ）本物質は接触皮膚炎の主要な原因物質の一つとして注目され、1967 年から 1987 年まで

多くの断面調査がポーランド、カナダ、アメリカ、スコットランド、スウェーデン、イタ

リア、デンマーク、ドイツで 89 人から 3,216 人の被検者を対象に実施されており、被検者

に占める陽性反応の発現率は 0～17％であった。ドイツでの最近の調査では人口の 0.2～
0.5％と推定されたことから、北アメリカでの発現率よりも低いものと推測された 24) 。 

 

（3）発がん性 

① 主要な機関による発がん性の評価 

国際的に主要な機関による本物質の発がん性の評価については、表 3.2 に示すとおりである。 
 

表 3.2 主要な機関による対象物質の発がん性評価一覧 
 

機 関（年） 分  類 
WHO IARC － 評価されていない。 
EU EU － 評価されていない。 

EPA（1993 年） D ヒト発がん性物質として分類できない。 
ACGIH（1996 年） A4 ヒトに対する発がん性物質として分類できない。 USA 
NTP － 評価されていない。 

日本 日本産業衛生学会 － 評価されていない。 
ドイツ DFG － 評価されていない。 

 

② 発がん性の知見 

○ 遺伝子傷害性に関する知見 

in vitro 試験系では、ネズミチフス菌で代謝活性化系の有無に係わらず遺伝子突然変異の

弱い誘発を示したが 25,26)、チャイニーズハムスター卵巣細胞（CHO）で遺伝子突然変異、

姉妹染色分体交換、ラット初代培養肝細胞で不定期 DNA 合成を誘発しなかった 27)。 
in vivo 試験系では、ラットで優性致死突然変異 27)、ショウジョウバエで伴性劣性致死突

然変異 28)を誘発しなかった。 
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○ 実験動物に関する発がん性の知見 

Fischer 344 ラット雌雄 99～225 匹を 1 群とし、本物質の二塩酸塩 0、20、100、350 mg/kg/day
を 2 年間混餌投与した結果、350 mg/kg/day 群の睾丸で間質細胞腺腫の発生率の増加がみら

れたが、この腺腫は老齢の Fischer 344 ラットに通常みられるものであることから、本物質

の投与とは関連しないと考えられた 10)。 

○ ヒトに関する発がん性の知見 

ヒトに関する発がん性の知見は得られなかった。 

 

（4）健康リスクの評価 

① 評価に用いる指標の設定 

非発がん影響については一般毒性及び生殖・発生毒性に関する知見が得られているが、発

がん性については十分な知見が得られず、ヒトに対する発がん性の有無については判断でき

ない。このため、閾値の存在を前提とする有害性について、非発がん影響に関する知見に基

づき無毒性量等を設定することとする。 
経口暴露については、中・長期毒性イ）のラットの試験から得られた NOAEL 20 mg/kg/day

（肝細胞多形化）を本物質に換算した 9 mg/kg/day が信頼性のある最も低用量の知見であると

判断し、これを無毒性量等として設定する。 
吸入暴露については、中・長期毒性カ）のラットの試験から得られた NOEL 150 mg/m3（脱

毛）を暴露状況で補正して 31 mg/m3 とし、さらに試験期間が短いことから 10 で除した 3.1 
mg/m3が信頼性のある最も低濃度の知見であると判断し、これを無毒性量等として設定する。 

② 健康リスクの初期評価結果 

表 3.3 経口暴露による健康リスク（MOE の算定） 
 

暴露経路・媒体 平均暴露量 予測最大暴露量 無毒性量等 MOE 
飲料水・

食物 － － － 

経口 公共用水

域淡水・

食物 
0.2 µg/kg/day 未満 0.2 µg/kg/day 未満 

9.0 mg/kg/day ラット 
4,500 超

 
経口暴露については、公共用水域淡水・食物を摂取すると仮定した場合、平均暴露量、予

測最大暴露量はともに 0.2 µg/kg/day 未満であった。無毒性量等 9.0 mg/kg/day と予測最大暴露

量から、動物実験結果より設定された知見であるために 10 で除して求めた MOE（Margin of 
Exposure）は 4,500 超となる。 

従って、本物質の経口暴露による健康リスクについては、現時点では作業は必要ないと考

えられる。 
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詳細な評価を行う
候補と考えられる。

現時点では作業は必要
ないと考えられる。

情報収集に努める必要
があると考えられる。

MOE＝10 MOE＝100［ 判定基準 ］ 

 
表 3.4 吸入暴露による健康リスク（MOE の算定） 

 
暴露経路・媒体 平均暴露濃度 予測最大暴露濃度 無毒性量等 MOE 

環境大気 － － － 
吸入 

室内空気 － － 
3.1 mg/m3 ラット 

－ 
 
吸入暴露については、暴露濃度が把握されていないため、健康リスクの判定はできなかっ

た。本物質の PRTR 排出量から大気中への推定排出量は 16 t 程度とされているが、環境中で

はそのほとんどが水域に分配されると推定されており、本物質の一般環境大気からの暴露に

よる健康リスクの評価に向けて知見の収集等を行う必要性は低いと考えられる。 
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４．生態リスクの初期評価 

生態リスクの初期評価として、水生生物に対する化学物質の影響についてのリスク評価を

行った。 

（1）生態毒性の概要 

本物質の水生生物に対する影響濃度に関する知見の収集を行い、その信頼性を確認したも

のについて生物群、毒性分類別に整理すると表 4.1 のとおりとなる。 
  

表 4.1 生態毒性の概要 

生物

種 
急 慢 毒性値 生物名 生物分類 エンドポイント 暴露期間 信頼性 Ref. 

  性 性 [µg/L]    /影響内容 [日] a b c No. 
藻類     40Anacystis aeruginosa 藍藻類 TT   POP 8     ○ 1)-15134

      80Anacystis aeruginosa 藍藻類 TT   POP 8     ○ 1)-15134

    850Scenedesmus 
quadricauda 緑藻類 TT 7    ○ 1)-5303 

  ○   100,000Chlorella pyrenoidosa クロレラ属 EC50   GRO 4   ○  1)-11455

  ○   >100,000Scenedesmus 
subspicatus 緑藻類 EC50   GRO 2 ○    1)-2997 

  ○   151,000Pseudokirchneriella 
subcapitata 緑藻類 EC50   GRO 4 ○    1)-13269

甲殻

類 
  ○ 160Daphnia magna オオミジンコ NOEC   REP 21 ○    1)-847 

  ○   14,000Daphnia magna オオミジンコ EC50   IMM 1    ○ 1)-847 

  ○   14,000Artemia salina アルテミア属 TLm   MOR 1   ○  1)-2408 

魚類 ○   220,000Pimephales promelas ファットヘッド

ミノー 
LC50   MOR 4 ○    1)-3217 

  ○   1,000,000Oryzias latipes メダカ LC50   MOR 1   ○  1)-10132
その

他 
○   1,800Entosiphon sulcatum ミドリムシ類 TT 3   ○  1)-5303 

太字の毒性値は、PNEC 算出の際に参照した知見として本文で言及したもの、下線を付した毒性値は PNEC 算出の根拠とし

て採用されたものを示す。 
信頼性）ａ：毒性値は信頼できる値である、ｂ：ある程度信頼できる値である、ｃ：毒性値の信頼性は低いあるいは不明 
ｴﾝﾄﾞﾎﾟｲﾝﾄ）EC50（Median Effective Concentration）: 半数影響濃度、LC50（Median Lethal Concentration）: 半数致死濃度、NOEC

（No Observed Effect Concentration）: 無影響濃度、TLm（Median Tolerance Limit）: 半数生存限界濃度、TT(Toxicity 
Threshold)：影響最低濃度 

影響内容）GRO（Growth）: 生長（植物）、成長（動物）、IMM（Immobilization）: 遊泳阻害、MOR（Mortality）: 死亡、POP
（Population）: 個体群の変化、REP（Reproduction）: 繁殖、再生産 

 

（2）予測無影響濃度（PNEC）の設定 

急性毒性値及び慢性毒性値のそれぞれについて、信頼できる知見のうち生物群ごとに値の

最も低いものを整理し、そのうち最も低い値に対して情報量に応じたアセスメント係数を適

用することにより、予測無影響濃度（PNEC）を求めた。 

急性毒性値については、藻類では Pseudokirchneriella subcapitata に対する生長阻害の 96 時

間半数影響濃度（EC50）が 151,000 µg/L、甲殻類では Artemia salina に対する生残の 24 時間半

数生存限界濃度（TLm）が 14,000 µg/L、魚類では Pimephales promelas に対する 96 時間半数

致死濃度（LC50）が 220,000 µg/L であった。なお、藻類ではより低い毒性値も得られたが、

確定値として得られている上記の値を採用した。急性毒性値について 3 生物群（藻類、甲殻

類及び魚類）の信頼できる知見が得られたため、アセスメント係数として 100 を用いること
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詳細な評価を行う
候補と考えられる。

現時点では作業は必要
ないと考えられる。

情報収集に努める必要
があると考えられる。

PEC/PNEC＝0.1 PEC/PNEC＝1［ 判定基準 ］

とし、上記の毒性値のうち最も低い値（甲殻類の 14,000 µg/L）にこれを適用することにより、

急性毒性値による PNEC として 140 µg/L が得られた。 

慢性毒性値については、甲殻類では Daphnia magna に対する繁殖阻害の 21 日間無影響濃度

（NOEC）が 160 µg/L であった。慢性毒性値について 1 生物群（甲殻類）の信頼できる知見が

得られたため、アセスメント係数として 100 を用いることとし、慢性毒性値による PNEC とし

て 1.6 µg/L が得られた 

本物質の PNEC としては、甲殻類の慢性毒性値をアセスメント係数 100 で除した 1.6 µg/L
を採用する。 
 

（3）生態リスクの初期評価結果 

表 4.2 生態リスクの初期評価結果 

媒体 平均濃度 最大値濃度（PEC） PNEC PEC/ 

PNEC

比 

公共用水域・淡水 0.4µg/L未満 (1987) 0.4µg/L未満 (1987) <0.25 水質 

公共用水域・海水 0.4µg/L未満 (1987) 0.4µg/L未満 (1987) 

1.6 

µg/L <0.25 
     注)：1) 環境中濃度での（）内の数値は測定年を示す。  

          2）公共用水域･淡水は､河川河口域を含む｡ 
  
 

 
 
 
 
本物質の公共用水域における濃度は、平均濃度でみると淡水域、海水域ともに 0.4 µg/L 未

満であり、検出下限値未満であった。安全側の評価値として設定された予測環境中濃度（PEC）
も、淡水域、海水域ともに 0.4 µg/L 未満であり、検出下限値未満であった。 

予測環境中濃度（PEC）と予測無影響濃度（PNEC）の比は、淡水域、海水域ともに 0.25
未満となるため、現時点では生態リスクの判定を行うことはできない。本物質の平成 13 年度

PRTR 排出データによれば、届出排出量の 161ｔが公共用水域へ排出されるとしており、公共

用水域への排出量が多い。また本物質は良分解性であるが、PNEC 値は 1.6µg/L と小さい値を

示している。したがって、今後は検出下限値を見直した上で環境中の存在状況を把握する必

要があると考えられる。 
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